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国庫補助額
（円）

交付金充当額
（円）

起債額
（円）

その他
（円）

一般財源
（円）

300,484,467 19,983,632 260,686,000 0 3,790,700 16,024,135

1

電力・ガス・食料
品等価格高騰
重点支援給付
金（非課税世帯
及び家計急変
世帯）【低所得
者世帯給付金】

社会福祉課

①新型コロナウイルス感染症及び電力・ガス・食料品等の価格高騰による負担増に直面する令和
５年度住民税が非課税の世帯及び家計が急変した世帯を支援するため、１世帯当たり３万円を現
金給付することで、電力・ガス・食料品等の価格高騰の影響による経済的負担を一時的に軽減でき
る。
②対象世帯に対する給付金給付費
3,471世帯×30,000円＝104,130,000円
③R5年度分の住民税非課税世帯　3,454世帯
　　家計急変世帯　17世帯
　　合計　3,471世帯、１世帯当たり３万円
④令和５年度分の住民税が非課税である世帯及び令和５年１月～１０月の間に家計が急変した
（住民税非課税相当収入となった）世帯

R5.5 R6.3 104,130,000 0 104,130,000 0 0 0
支給実績3,270世帯以上（確認書を送付した対
象世帯等の約８割以上）

住民税非課税世帯分（3万円）（給付部分）※事務費はNo.2
①エネルギー・食料品価格等の高騰による負担増を踏まえ、住民税非課
税世帯及び家計急変世帯に対して３万円を給付した。※実績：3,471世帯
②エネルギー・食料品価格等の高騰の影響による経済的負担を一時的に
ではあるが軽減できた。
③目標は上回っているが更に申請数を上げるための周知・簡易な申請方
法の検討が必要。

2

電力・ガス・食料
品等価格高騰
重点支援給付
金（非課税世帯
及び家計急変
世帯）（事務費）

社会福祉課

①新型コロナウイルス感染症及び電力・ガス・食料品等の価格高騰による負担増に直面する令和
５年度住民税が非課税の世帯及び家計が急変した世帯を支援するため、１世帯当たり３万円を現
金給付することで、電力・ガス・食料品等の価格高騰の影響による経済的負担を一時的に軽減でき
る。
②対象世帯に対する給付金支給に要する事務費
③職員手当（時間外勤務手当）：2,040,480円
　消耗品費（コピー用紙等）：95,048円
　印刷製本費（チラシ、返信用封筒印刷）：108,773円
　通信運搬費（確認書発送、返送郵便料金）：1,242,600円
　手数料（振込手数料）：463,032円
　電算委託料（給付金システム導入・運用経費）：1,510,836円
　給付事務委託料（給付事務に係るコールセンター、確認書受付・審査業務委託）：14,023,648円
④令和５年度分の住民税が非課税である世帯及び令和５年１月～１０月の間に家計が急変した
（住民税非課税相当収入となった）世帯

R5.5 R6.3 17,401,630 0 17,401,630 0 0 0
支給実績3,270世帯以上（確認書を送付した対
象世帯等の約８割以上）

住民税非課税世帯分（3万円）（事務費部分）※給付費はNo.1
①エネルギー・食料品価格等の高騰による負担増を踏まえ、住民税非課
税世帯及び家計急変世帯に対して３万円を給付した。※実績：3,471世帯
②エネルギー・食料品価格等の高騰の影響による経済的負担を一時的に
ではあるが軽減できた。
③目標は上回っているが更に申請数を上げるための周知・簡易な申請方
法の検討が必要。

3

電力・ガス・食料
品等価格高騰
重点支援給付
金（均等割のみ
課税世帯及び
未申告世帯）

社会福祉課

①新型コロナウイルス感染症及び電力・ガス・食料品等の価格高騰による負担増に直面する、課
税所得がなく未申告の世帯及び令和５年度住民税が均等割のみ課税の世帯等を支援するため、
１世帯当たり３万円を現金給付することで、電力・ガス・食料品等の価格高騰の影響による経済的
負担を一時的に軽減できる。
②対象世帯に対する給付金給付費
　71０世帯×30,000円＝21,300,000円
③対象7１０世帯、１世帯当たり３万円
④令和５年度分の住民税について、課税所得がなく未申告の世帯及び均等割のみ課税されている
世帯

R5.5 R6.3 17,130,000 0 15,859,900 0 0 1,270,100
支給実績568世帯以上（確認書を送付した対象
世帯等の約８割以上）

住民税均等割のみ課税世帯（3万円）及び未申告世帯分（給付部分）※事
務費はNo.6
①エネルギー・食料品価格等の高騰による負担増を踏まえ、住民税均等
割のみ課税世帯及び未申告世帯に対して３万円を給付した。※実績：571
件
②エネルギー・食料品価格等の高騰の影響による経済的負担を一時的に
ではあるが軽減できた。
③目標は上回っているが更に申請数を上げるための周知・簡易な申請方
法の検討が必要。

4

5

6

電力・ガス・食料
品等価格高騰
重点支援給付
金（均等割のみ
課税世帯及び
未申告世帯）
（事務費）

社会福祉課

①新型コロナウイルス感染症及び電力・ガス・食料品等の価格高騰による負担増に直面する、課
税所得がなく未申告の世帯及び令和５年度住民税が均等割のみ課税の世帯等を支援するため、
１世帯当たり３万円を現金給付することで、電力・ガス・食料品等の価格高騰の影響による経済的
負担を一時的に軽減できる。
②対象世帯に対する給付金支給に要する事務費
③事業費　3,301千円
　職員手当（時間外勤務手当）：329,520円
　消耗品費（コピー用紙等）：16,875円
　印刷製本費（チラシ、返信用封筒印刷）：22,465円
　通信運搬費（確認書発送、返送郵便料金）：212,630円
　手数料（振込手数料）：79,121円
　電算委託料（給付金システム導入・運用経費）：283,166円
　給付事務委託料（給付事務に係るコールセンター、確認書受付・審査業務委託）：2,356,888円
④令和５年度分の住民税について、課税所得がなく未申告の世帯及び均等割のみ課税されている
世帯

R5.5 R6.3 2,884,972 0 2,609,774 0 0 275,198
支給実績568世帯以上（確認書を送付した対象
世帯等の約８割以上）

・住民税均等割のみ課税世帯（3万円）及び未申告世帯分（事務費部分）
※給付費はNo.3
・住民税非課税世帯（3万円）の事務費のうちNo.2計上以外分
①エネルギー・食料品価格等の高騰による負担増を踏まえ、住民税均等
割のみ課税世帯及び未申告世帯に対して３万円を給付した。※実績：571
件
②エネルギー・食料品価格等の高騰の影響による経済的負担を一時的に
ではあるが軽減できた。
③目標は上回っているが更に申請数を上げるための周知・簡易な申請方
法の検討が必要。

効果検証
①成果（定量的又は定性的）
②検証（評価）
③課題等

総事業費
(円)

事業
始期

事業
終期

成果目標（可能な限り定量的指標を設定）Ｎｏ
交付対象事業
の名称

事業実施内容
①目的・効果
②交付金を充当する経費内容
③積算根拠（対象数、単価等）
④事業の対象（交付対象者、対象施設等）

令和５年度の新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金を活用した事業　実施状況及び効果検証シート

合計

所管課



Ａ

Ｃ Ｄ Ｅ Ｆ Ｇ

国庫補助額
（円）

交付金充当額
（円）

起債額
（円）

その他
（円）

一般財源
（円）

効果検証
①成果（定量的又は定性的）
②検証（評価）
③課題等

総事業費
(円)

事業
始期

事業
終期

成果目標（可能な限り定量的指標を設定）Ｎｏ
交付対象事業
の名称

事業実施内容
①目的・効果
②交付金を充当する経費内容
③積算根拠（対象数、単価等）
④事業の対象（交付対象者、対象施設等）

所管課

7
未就学の子ども
成長応援臨時
給付金

子育て支援課

①コロナ禍における物価高騰の影響を踏まえ、小学校入学前の小さな子どもの成長にかかせない
食や育児用品、保育園や幼稚園などにかかる経費の負担を軽減し、未就学児を養育する子育て
世帯を支援するため、市独自に給付金を支給するもの
②職員手当等、需用費、役務費、使用料及び賃借料、負担金及び交付金
③職員手当等（時間外勤務手当）2600円×10H×5カ月×1人
　 消耗品コピー用紙　3,880円（税込）×2箱（20冊）
　 返信用封筒（100枚入り）　258円（税込）×5パック
　 印刷製本費　5,100枚×11.3円×1.10
　 通知案内
 　案内　2,432件×84円×1回
　 支払　2,651件×84円×1回
　 返信用郵送代　487件×99円
　 振込手数料110円×2,670件（再振込分含む）
　 システム機器使用料　1,000,000円
　 負担金及び交付金　10,000円×2,651人
④市内在住の未就学児

R5.6 R6.3 26,450,247 0 26,370,247 0 0 80,000 対象者見込2,651人へ給付

①2,577人に1万円を給付した
②コロナ禍における物価高騰の影響を踏まえ、小学校入学前の小さな子
どもの成長にかかせない食や育児用品、保育園や幼稚園などにかかる経
費の負担を軽減し、未就学児を養育する子育て世帯を支援することがで
きた
③特になし

8

電力・ガス等価
格高騰対策支
援金（9月実施
分）

産業振興課

①コロナ禍における電力及びガス等の価格高騰により影響を受けている中小企業等、個人事業者
等を支援するため、支援金を交付する。
②支援金交付にかかる経費
③通知等消耗品費50千円、郵送費等通信運搬費38千円、振込手数料50千円、電力・ガス等価格
高騰対策支援金　中小企業等：200事業者×100千円　個人事業者等：200事業者×50千円
④市内に店舗または事業所を有する中小企業等または個人事業者等

R5.7 R6.3 29,476,094 0 29,476,094 0 0 0

電力及びガス等の価格高騰により影響を受けて
いる中小企業等、個人事業者等の支援を図る。
支援数目標：中小企業等200件、個人事業者等
200件

①成果:中小企業等２０９件、個人事業者等１７０件
②検証：価格高騰の影響を受けている事業者の負担軽減が図れた。
③課題等:なし

9
地域公共交通
支援金（重点交
付金分）

都市計画課

【当該事業はNo.10事業とともに実施　※重点交付金分】
①新型コロナウイルス感染症による市民生活の変化に伴い、利用者の減少等の影響が続いてい
ることに加えて、昨今の原油価格高騰による燃料費高騰の影響を受けている市内を運行する路線
バス事業者を支援し、本市における地域公共交通を維持し安定的な運行及び市民の日常的な移
動手段を確保する。
②市内を運行する路線を有する路線バス事業者3社に支援金を給付
③給付費：バス事業者　1路線当たり20万円×７路線
④市内運行路線バス事業者

R5.7 R5.10 0 0 0 0 0 0 支援事業者：3社 No.10と同事業

10
地域公共交通
支援金（通常交
付金分）

都市計画課

【当該事業はNo.9事業とともに実施　※通常交付金分】
①新型コロナウイルス感染症による市民生活の変化に伴い、利用者の減少等の影響が続いてい
ることに加えて、昨今の原油価格高騰による燃料費高騰の影響を受けている市内を運行する路線
バス事業者を支援し、本市における地域公共交通を維持し安定的な運行及び市民の日常的な移
動手段を確保する。
②市内を運行する路線を有する路線バス事業者3社に支援金を給付
③給付費：バス事業者　1路線当たり20万円×７路線
④市内運行路線バス事業者

R5.7 R5.10 1,400,000 0 1,400,000 0 0 0 支援事業者：3社

①支援事業者数：3社

②新型コロナウイルス感染症による利用者の減少等の影響や、昨今の原
油価格高騰による燃料費高騰等の影響を受けている公共交通事業者に
対して、事業の継続に向けて支援金を交付することで、地域公共交通の
安定的な運行並びに市民の日常的な生活の移動手段の確保が図られ
た。

③市から支援金を交付したところであるが、バス利用者数が新型コロナウ
イルス感染症拡大以前の数値に戻らないことや、燃料費高騰等の影響が
続いているため、地域公共交通の維持を行うための方策の検討。

11
学校給食費負
担軽減事業

給食センター

①コロナ禍における原油価格・物価高騰下において、学校給食（学校給食センター・桜台小・中）の
質・量を維持するとともに、保護者等の負担を軽減する。
②公会計分は食材上昇率相当を賄材料費に追加、また、桜台小中においては、食材上昇率相当
を各校長に補助する。
③賄材料費　　　6,927千円
　小学校分　190円×2,525人×7カ月
　　　　　　　　190円×582人×6カ月(６年生）
　　　　　　　　　11円×582人×14日
  中学校分　230円×1,150人×7カ月
　　　　　　　　230円×638人×6カ月（３年生）
　　　　　　　　　13円×638人×10日
学校給食費負担軽減事業補助金819千円
　小学校分　210円×344人×7カ月
　中学校分　250円×179人×7カ月
④市内小中学生の保護者等

R5.7 R6.3 7,605,768 0 7,605,768 0 0 0
交付金を活用することで給食センター分3,107人
分、桜台小学校・中学校523人分の賄材料費の
高騰分の保護者負担の軽減を図る。

①給食センター4,814人、桜台小中学校516人分の賄材料費高騰分の支
援を行った。
②学校給食費の保護者への経済的負担の軽減を図ることができた。
③特になし

12
第三子以降の
学校給食費無
償化事業

給食センター

①コロナ禍における物価高騰等などにより、経済的負担が大きい多子世帯の保護者の負担を軽減
するため、白井市内の小中学校に通う第3子以降の学校給食費を無償化する。
②第3子以降の学校給食費を無償化とするための経費
③学校給食費第3子無償化補助金　38,065千円（事業費）－19,022千円（県補助金）＝19,043千円
（市負担分）
（【給食センター分】
小1～5　372人×4,500円×11カ月
小6　76人×4,500円×10カ月+76人×260円×11日
中1～2　154人×5,300円×11カ月
中3　60人×5,300円×10カ月+60人×310円×8日
【桜台小中学校分】
小1～5　38人×4,900円×11カ月
小6　6人×4,900円×10カ月+6人×290円×12日
中1～２　15人×5,900円×11カ月
中３　6人×5,900円×10カ月+6人×350円×7日
その他財源は県補助金　19,022千円
④以下の要件に該当する学校給食費を負担している保護者
　・3人以上の子を扶養していて上から数えて第3子以降の子が白井市立小中学校で給食の提供を
受けている。
　・生活保護制度または就学援助制度で学校給食費の支援を受けていない。
　・学校給食費の滞納がない。

R5.4 R6.3 28,968,770 0 14,753,770 0 0 14,215,000
交付金を活用することで第３子以降の給食セン
ター分662人分、桜台小学校・中学校65人分の
給食費の保護者負担の軽減を図る。

①給食センター505人、桜台小・中学校58人分の児童生徒の保護者に対
し給食費の支援を行った。
②第3子以降の給食費を無償化することにより多子世帯の経済的負担軽
減を図ることができ、非常に効果的であった。
③特になし
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Ｃ Ｄ Ｅ Ｆ Ｇ

国庫補助額
（円）

交付金充当額
（円）

起債額
（円）

その他
（円）

一般財源
（円）

効果検証
①成果（定量的又は定性的）
②検証（評価）
③課題等

総事業費
(円)

事業
始期

事業
終期

成果目標（可能な限り定量的指標を設定）Ｎｏ
交付対象事業
の名称

事業実施内容
①目的・効果
②交付金を充当する経費内容
③積算根拠（対象数、単価等）
④事業の対象（交付対象者、対象施設等）

所管課

13
学校保健特別
対策事業費補
助金

教育支援課

⓵新型コロナウイルス感染症流行下において、各学校が新型コロナウイルス感染症の影響を最小
限に止めつつ学校教育活動を継続できる環境を維持する。
②学校における感染者等発生対応支援や教室等へ設置するサーキュレイター等の換気対策備品
購入費等。
③実施要領に基づき１校あたりの補助対象経費
（900,000円×4校、1,350,000円×5校、1,800,000円×5校）
④市内小中学校14校（小学校9校、中学校5校）

R5.4 R6.3 9,606,737 4,803,000 4,803,737 0 0 0

各学校の児童生徒の安心安全な学校環境を確
保し、学校教育活動を継続できる環境を維持す
るため、学校における感染者等発生対策と換気
対策整備の取組を支援する。
取組を行う学校数:14校

①学校教育活動の着実な継続のため、市内小中学校14校に感染症対策
に必要な消耗品・備品（消毒液などの保健衛生用資材）を整備することが
できた。
②児童生徒の安心安全な学習環境の維持と感染リスクの低減が図られ
た。
③特になし

14

電力・ガス等価
格高騰対策支
援金（1月実施
分）

産業振興課

①コロナ禍における電力及びガス等の価格高騰により影響を受けている中小企業等、個人事業者
等を支援するため、支援金を交付する。
②支援金交付にかかる経費
③通知等消耗品費50千円、郵送費等通信運搬費21千円、振込手数料27千円、電力・ガス等価格
高騰対策支援金　中小企業等：120事業者×100千円　個人事業者等：100事業者×50千円
④市内に店舗または事業所を有する中小企業等または個人事業者等

R5.12 R6.3 12,755,020 0 12,755,020 0 0 0

電力及びガス等の価格高騰により影響を受けて
いる中小企業等、個人事業者等の支援を図る。
支援数目標：中小企業等120件、個人事業者等
100件

①中小企業等８３件、個人事業者等８８件
②価格高騰の影響を受けている事業者の負担軽減が図れた。
③特になし

15

保育等サービス
事業者支援金
（重点交付金
分）

保育課

【当該事業はNo.19事業とともに実施　※重点交付金分】
①コロナ禍における電力及びガス等の価格高騰により影響を受けている市内の保育等サービス事
業者に対し、支援金を交付する。
②支援金交付にかかる経費
③郵送代　2千円　振込手数料　2千円
保育等サービス事業者支援金　8,100千円
（特定教育・保育施設　700千円×6事業所
　特定地域型保育事業所　500千円×3事業所
　幼稚園　400千円×6事業所）
④市内保育等サービス事業者

R6.1 R6.3 3,501,760 0 3,501,760 0 0 0 支援事業者数：15事業者

No.19と同事業
①市内保育等サービス事業者15者に対して支援金を交付した。
②コロナ禍における電力及びガス等の価格高騰の影響を受けている保育
等サービス事業所の継続した運営に効果があった。
③特になし

16
高校生等医療
費助成（現物給
付分）

子育て支援課

①コロナ禍における物価高騰等に直面する中、子ども医療費助成の対象とならない高校生等の医
療に要する費用を負担する保護者に医療費の現物給付を行い、経済的負担を軽減することで、安
心して子育てできる環境づくりを進めることを目的とする。
②助成にかかる事業費
③高校生等医療費助成金　12,900千円
（4,300千円/月×3カ月（１～3月請求分））
④本市に住民登録があり、医療保険各法による保険に加入している高校生等（１５歳に達する日以
後の最初の４月１日から１８歳に達する日以後の最初の３月３１日までの間にある者）。

R5.12 R6.3 10,377,237 0 10,377,237 0 0 0 助成件数：29,180件

①延べ1,220人へ助成した。
②高校生相当年齢者の医療費について、令和5年11月診療分より現物給
付を実施し、受診しやすい環境が整い、保護者の経済的負担の軽減が図
れた。
③特になし

17
妊娠出産子育て
支援交付金

健康課

①すべての妊婦・子育て家庭が、安心して出産・子育てができるよう、コロナ禍において物価高騰
の影響を受ける妊婦等に対し、妊娠期から出産・子育て期まで一貫して身近で相談に応じ、ニーズ
に即し、必要な支援につなぐ伴走型の相談支援を行う。
②会計年度任用職員人件費、需用費、役務費、委託料、使用料、扶助費
③事業費　24,100千円【うち国庫補助　2/3（16,066千円）　県補助　1/6（4,016千円）】
会計年度任用職員人件費　5,984千円、
消耗品費　170千円、　封筒等印刷製本費　34千円、
郵送等通信運搬費　304千円、振込手数料　54千円、
新生児訪問指導委託料　1,000千円、
システム使用料　404千円
出産・子育て応援金16,150千円（５万円×323件）
④令和5年4月1日から令和5年9月30日までに妊娠・出産をした世帯

R5.4 R5.11 22,762,032 15,180,632 3,790,700 0 3,790,700 0 申請に対する交付率：100％

①交付率100％
②4月から申請期限の9月までの申請件数335件に対し応援金を交付し、
出産や子育てに係る経済的負担の軽減を図ることができた。
③特になし

18
証明書コンビニ
交付事業

市民課

①マイナンバーカードを利用した、コンビニ交付サービスによる各種証明書の発行手数料を減額す
ることにより、新型コロナウイルス感染症の影響による、物価高騰に直面する生活者を支援し、非
接触型の手続きの促進により窓口の混雑緩和を図るとともに、マイナンバーカードの普及促進につ
なげる。
②各種証明書の発行手数料
③現状、コンビニ交付可能な証明書は300円で交付しているが、各種証明発行手数料を全て200円
で交付する。
・減免見込額
　100円×14,400件＝1,440千円
④証明書取得者

R5.4 R6.3 1,434,200 0 1,270,100 0 0 164,100 証明書のコンビニ交付利用件数：14,400人

①証明書の利用数は14,342件
②概ね目標数値通りであり、物価高騰に直面する生活者の支援ができた
とともに、窓口の軽減化及びマイナンバーカードの普及促進につながっ
た。
③マイナンバーカードが普及するにつれ、カード申請件数は減るが、更新
等に係る手続きはオンライン化ができないため、マイナンバーカード業務
の窓口軽減が課題となる。

19

保育等サービス
事業者支援金
（通常交付金
分）

保育課

【当該事業はNo.15事業とともに実施　※通常交付金分】
①コロナ禍における電力及びガス等の価格高騰により影響を受けている市内の保育等サービス事
業者に対し、支援金を交付する。
②支援金交付にかかる経費
③郵送代　2千円　振込手数料　2千円
保育等サービス事業者支援金　8,100千円
（特定教育・保育施設　700千円×6事業所
　特定地域型保育事業所　500千円×3事業所
　幼稚園　400千円×6事業所）
④市内保育等サービス事業者

R6.1 R6.3 4,600,000 0 4,580,263 0 0 19,737 支援事業者数：15事業者

No.15と同事業
①市内保育等サービス事業者15者に対して支援金を交付した。
②コロナ禍における電力及びガス等の価格高騰の影響を受けている保育
等サービス事業所の継続した運営に効果があった。
③特になし


